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第 4回観光客の入域と業界（地域）の投資 

 

（空港ターミナルの経営） 
 

T216 月(1)法 103 

平成 20 年 11 月 10 日 

観光業界の経営分析 

 

№          内      容              参 考 等 
 
 

空港ターミナルビル フリー百科事典 

  『ウィキペディア 

国内空港は第 1種（国際）空港 5、第 2種空港 25（新  （Wikipedia）』 

千歳、那覇など）、第 3種空港 54（佐渡、宮古、石垣 

など）があり、空港ターミナルビル（airport terminal） 

は空港施設の一つとして各空港にある。 

 

旅客が飛行機に乗降する際に必要な手続や待ち合わせ 

を行う場所である。鉄道やバス・タクシー・自家用車 

など地上交通機関との乗り換え、チケット購入や搭乗 

手続き、手荷物預かりや手荷物引取り、航空保安検査、 

CIQ（税関、出入国管理、検疫）はここで行われる。 

ターミナルビルから飛行機へは、乗降のための施設（ 

ボーディング・ブリッジや構内バス）を利用する。 

 

 

ターミナルビル内の施設 

 

空港ターミナルビルは、飛行機の出発待ちや乗り継ぎ 

のために長い時間を過ごす場所である。このため、旅 

行者を退屈させないよう、また空港内でたくさん消費 

してくれるよう、ショップ（小売店・売店）やレスト 

ランやバー、ラウンジ、さらにはプール、ジム、エス 

テティックサロン、公園、子供の遊び場、博物館（航 

空関係や空港のある都市に関するものが多い）、映画 

館、カジノなどを備えるところもある。 

 

 

○！  ポイント、寸評、 

○？  感想、意見、 
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（空港ターミナルの役割） 

 

空港ターミナルビルの経営は、国の管理する空港に付 

属する施設として、空港に関連する国有財産法、空港 

法、空港管理規則等空港関連法の制約を受け、国有財 

産の使用、構内営業申請など国の承認を受ける極めて 

公共性の強い経営である。 

 

沖縄県においては、“沖縄の空の玄関”（拠点空港）と 

して、域内の企業や人々にとって、域外への唯一に近 

い重要施設であり、域外からの観光客を第一番目に迎 

え入れる入口となり、更には国際交流の拠点としても 

人や物の流れを通じて、政治、経済、文化の交流の要 

となる場所（機能）である。 

従って、その建設と空港機能の充実の成否は、沖縄が、 

本土や海外との交流、物流を通じて、沖縄の社会と経 

済の発展を左右し、ひいては県内における観光産業の 

発展を決定づける場所である。 

その行政と民間の分担は明確に区分し、それぞれの目 

的を遂行することが地域の発展を促すことになる。 

空港ターミナル等、地域の生活及び観光インフラの整 

備充実は、基本的には行政の担当するところであり、 

その基盤の上に民間の営業活動が行われるべきである。 

インフラ整備の重要性は、過去における例でも明らか 

である。 

（1）海洋博時に 150 万人観光客受入れで建設されたホテル  

（行政によるインフラ整備ではないが、海洋博直 

後は過大設備となったが、その後の 100万人～ 

200 万人観光客の実現の基盤となった） 

（2）航空路線の充実と道路整備等 

  （その後の修学旅行受入れ、レンタカーによる個 

人観光の増加があった） 
 

 

 

 
○？  地域及び観光事業の発展と空港ターミナルの役割について 

 提出期限：H20.11.17（月） 

 E メール：yamauchi@cosmos.ne.jp 



2008.11.4

№ 空港名 設立年月日 資本金 総資産 固定資産 純資産
　　　　　百万円

1 千歳　　（２） 1961.10 375 53,860 43,443 9,935

2 成田　　（１） 1966.7 100,000 965,573 927,768 200,826

3 羽田　　（１） 1953.7 17,489 177,975 155,612 104,689

4 中部国際（１） 1998.5 83,668 548,922 537,441 82,649

5 名古屋　（２） 1957.4 210 10,539 10,218 9,823

6 関空　　（１） 1984.10 810,900 1,864,160 1,741,481 591,655

7 伊丹　　（１） 1966.7 1,200 31,165 21,324 21,936

8 福岡　　（２） 1967.4 4,100 38,033 33,642 19,351

9 那覇　　（２） 1992.12 1,750 29,312 24,522 4,620

（注）上記は民間（第3セクター）の設備投資であり、空港及び周辺の公共的施設の
投資は、別に行政の投資がある。

主要地域拠点空港等の設備投資の概要
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平成２０年９月１日号 
第５４４号 

優和のミニかわら版 

(この資料は全部お読みいただいても６０秒です) 

  

行動経済学 
 

 「売上が伸び悩んで困っている。市場の動向が掴みきれない」「人事制度を見直そ

うと思っているのだが、どうすれば従業員のモチベーションを上げることができるの

かがわからない」など、経営者の悩みは尽きません。また、経営者は様々な場面で、

すばやく適切な意思決定をすることが求められます。その意思決定のためには、正確

で有用な情報が必要です。 

そこで、最近経済誌にも取り上げられるようになってきた「行動経済学」をご紹介

致します。「行動経済学」とは、経済社会の中で人間が実際にどのように行動してい

るのかを研究する経済学で、２００２年アメリカのダニエル・カーネマン教授がノー

ベル経済学賞をとって以来、注目されるようになってきました。 

それまでの標準的な経済学は、様々な経済現象を合理的な人間行動の結果と考え、

経済政策に有効に用いられてきました。 

 しかし、これまで考えられてきた合理的な人間行動とは矛盾する行動が、多く観察

されるようになってきたのです。たとえば、次のようなアンケート結果があります。 

「コインの表が出ればお金がもらえ、裏が出れば 10,000 円損をするという賭けが

あったとすると、表が出た際にいくらもらえる賭けならば、参加しますか？」という

問いに対して、「最低でも 20,000円～30,000円は必要だ」という答えが多かったそ

うです。つまり、不確実な状況では、損失の方が利益よりも重く感じられるという結

果がでたのです。このように人間の貨幣に対する行動や損失回避の行動等は、従来の

標準的な経済学の合理性では説明ができないものが多いのです。 

今後、行動経済学では様々な研究が重ねられ、人のお金に関する行動について多く

の実証結果が出てくると思います。その結果から、経営判断のヒントが得られるかも

しれません。今後の動向に注目していきたいものです。 
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